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                                 令和６年３月２９日 

｢若者｣の消費生活相談の概要 

令和５年度上半期に都内の消費生活センターに寄せられた若者相談（契約当事者が29歳以下の

相談をいう。）について、その特徴と傾向を分析する。（※） 

 

１ 相談件数の推移 

若者相談について、令和元年度からの相談件数の推移と相談全体に占める割合を示したものが

【図－1】である。 

令和４年度の相談件数は17,229件で前年度と比べ108.0％と増加した。令和５年度上半期は

8,158件と前年度同期(8,765件)と比べ93.1％(607件減)となった。若者からの相談件数が相談全体

に占める割合は、令和４年度は13.2％、令和５年度上半期は12.5％と0.7ポイント減少している。 

若者相談の中で架空・不当請求に関する相談は、令和元年度から令和４年度まで700件台から

1,000件台で推移しており、令和５年度上半期は398件と前年同期（417件）と比べ95.4%(19件減)

となった。 

 

【図－1】若者相談 相談件数の推移 

 
 

 

 

 

 

※東京都消費生活総合センター及び都内区市町村の消費生活相談窓口に寄せられた相談情報を

PIO-NET(全国消費生活情報ネットワークシステム)を用いて分析したもの。 

 分析項目 ：｢若者｣の相談（契約当事者 29歳以下） 

 分析データ：令和元年 4月～令和 5年 9月の相談データ 

(令和 5年度上半期のデータは令和 5年 12月 31日現在の登録分) 
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２ 契約当事者の属性 

(１) ｢性別｣｢年代別｣相談件数の推移 

若者相談について、性別の相談件数の推移を示したものが【図－2】、年代別の推移を示したも

のが【図－3】である。 

性別で見ると、いずれの年度においても｢女性｣が｢男性｣を上回っている。 

また、年代別で見ると、20歳以上で相談件数が急増している。令和４年４月に成年年齢が引き

下げられたが、令和５年度上半期においても成年年齢引き下げ以前からの傾向に大きな変化は見

られない。 

 

【図－2】 性別 相談件数の推移 

 

 

【図－3】 年代別 相談件数の推移 
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(２) 職業別の割合 

令和５年度上半期の若者相談について、職業別に相談件数の割合を示したものが【図－4】である。

契約当事者は「給与生活者」が59.7％と最 

も多く、次に多いのが｢学生｣の25.9％となっ 

ている。 

「学生」に分類された相談の内訳は、「大 

学生等その他の学生」が16.0％と最も多く、 

次いで｢高校生｣が2.4％、｢中学生｣が2.3％と 

なっている。 

                        

【図－4】 職業別 相談件数の割合(令和５年度上半期)   

 

３ 商品･役務別 

(１) 若者相談に多い商品・役務 

若者相談について、過去２年間及び令和５年度上半期の商品・役務別相談件数の上位15位を示

したものが【表－1】である。 

令和５年度上半期の相談の特徴として、第９位「駆除サービス」の相談が146件で対前年度同期

270.4％（92件増）と激増、第３位「美容医療＊」の相談が406件で対前年度同期171.3％（169件増）

と大幅に増加している。「駆除サービス」では、「ゴキブリ駆除について、ネットで「料金550円か

ら」と広告している業者に頼んだところ、料金を示さず作業を始め、途中で追加作業を強引に勧め

てきて、作業後、十数万円の高額な代金を請求された。」等の相談が多数寄せられた。「美容医療＊」

では、医療脱毛の一部の事業者で破産手続きを開始した等の報道があったことにより、解約・返金

トラブルの相談等が多く寄せられた。また、脱毛エステの一部事業者で破産手続きを開始した等の

報道により、令和４年度に激増した「エステティックサービス」は減少したが高止まりしている。 
 

【表－1】 商品･役務別上位15位 (単位：件)  

 
注１）「美容医療*」とは、「医療サービス」「歯科治療」のうち、特性キーワード「美容医療」が付与された相談。 
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(２) 性別 

若者相談について、過去２年間及び令和５年度上半期の商品・役務別相談件数の上位15位を性

別ごとに示したものが【表－2】【表－3】である。 

性別ごとの特徴を見ていくと、｢男性｣では、｢インターネットゲーム｣等が多い。そのほか、い

ままで「女性」で多かった「美容医療＊」の相談が「男性」でも第２位に上昇した。 

｢女性｣では、「エステティックサービス」等が多い。そのほか、「駆除サービス」が激増し第７

位に入った。 

【表－2】 商品･役務別上位15位(男性) (単位：件) 

 
 

【表－3】 商品･役務別上位15位(女性) (単位：件) 

 
 
注）「美容医療*」とは、「医療サービス」「歯科治療」のうち、特性キーワード「美容医療」が付与された相談。 
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(３) 年代別 

若者相談について、令和５年度上半期の商品・役務別相談件数の上位15位を年代別に示したも

のが【表－4】である。 

｢20歳未満｣では、圧倒的に「インターネットゲーム｣が多く、「20～24歳」では、「エステティ

ックサービス」が増加するとともに、「賃貸アパート」や「役務その他サービス（副業サポート、

ビジネスコンサルティング等）」等の相談が多くなっている。 

「25～29歳」では、「賃貸アパート」が急増し、次いで「エステティックサービス」と「美容

医療＊」の相談が多く寄せられている。また、24歳以下の年代と比較して多いのは、「修理サー

ビス（トイレの詰まり修理等）」「インターネット接続回線」「フリーローン・サラ金」の相談

となっている。 

「20～24歳」で増加し、「25～29歳」においても多く相談が寄せられているのは、「賃貸アパ

ート」「役務その他サービス（副業サポート、ビジネスコンサルティング等）」「電気」「修理

サービス（トイレの詰まり修理等）」等である。 

そのほか、「駆除サービス」がどの年代でも上位15位の中に入っており、例年に比べ増加して

いる。 

【表－4】 年代別 商品･役務別上位15位(令和５年度上半期) (単位：件) 

 
注）「美容医療*」とは、「医療サービス」「歯科治療」のうち、特性キーワード「美容医療」が付与された相談。 
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(４) 若者相談が相談全体に占める割合の大きい商品･役務 

若者相談が相談全体に占める割合の大きい商品・役務について、過去２年間及び令和５年度上

半期の相談件数の上位15位を示したものが【表－5】である。 

令和５年度上半期は、「エステティックサービス｣に関する相談が64.5％で第１位となっており、

令和３年度以降、ほぼ６割から７割程度と高い水準が続いている。若者の相談割合63.6％で第２

位の「インターネットゲーム」に関する相談についても同程度の高い水準が続いている。また、

第３位の「他の内職・副業（副業サイト等）｣に関する相談が48.8％、第４位「ビジネス教室」

に関する相談が47.8％、第５位「美容医療＊」に関する相談が42.1％と引き続き多い。そのほか、

令和５年度上半期の特徴として、「駆除サービス」の相談件数が急増し、相談全体に占める割合

が41.0％で第６位と上位になっている。 

 

【表－5】若者相談が相談全体に占める割合の大きい商品･役務 上位15位 

 
注）商品・役務別相談件数上位30位を割合順で並べ替え、上位15位を抽出。（「商品一般」「相談その他」を除く） 
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４ 相談内容 

若者相談について、令和５年度上半期の内容キーワード別相談件数の上位15位を若者全体及び

年代別で示したものが【表－6】である。 

いずれの年代でも、「解約一般」「インターネット通販」「返金」「高価格・料金」「電子広告」の 

相談が多い。 

20歳未満で特徴的なものは、「未成年者契約」「定期購入」等の相談である。20～24歳では、「ク

ーリングオフ一般（※）」「サイドビジネス商法」、25～29歳では、「約束不履行」「クレーム処理」

「修理代」等の相談が他の年代よりも目立っている。 

【表－6】 内容キーワード上位15位(令和５年度上半期)                 (単位：件) 

 

 (複数選択項目) 

注1)「クーリングオフ一般」は、クーリング・オフに関する相談で、<下位キーワード>のクーリング・オフできるのに拒否された

場合に使う「クーリングオフ回避」に該当しない相談である。PIO-NET上のキーワードではクーリング・オフについて「クー

リングオフ」と表記している。 
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５ 販売購入形態 

令和５年度上半期の相談について、相談全体と若者全体及び年代別で、販売購入形態別の割合

を示したものが【図－5】である。 

20歳未満では、インターネット通販等の「通信販売」の割合が59.4％に達しており、相談全体

の38.6％と比較して、その割合は大きい。 

20～24歳では、「マルチ・マルチまがい」の割合が2.2％あり、相談全体では0.5％であること

と比較するとその割合が大きい。「マルチ・マルチまがい」の相談の割合は、20歳未満で0.2％、

25～29歳では0.9％となっており、20～24歳で特に多い販売購入形態であることがわかる。 
 

【図－5】 販売購入形態別割合(令和５年度上半期)   

 

６ 契約購入金額 

若者相談と18～19歳相談及び相談全体について、年度ごとに平均契約購入金額の推移を示した

ものが【表－7】である。平均契約購入金額は、相談全体では80万円から120万円、若者の相談で

は50万円から70万円の間で推移している。18～19歳相談では令和３年度まで10万円台で推移して

いたが、成年年齢が18歳に引き下げられた令和４年度以降、20万円台に増加している。 

令和５年度上半期の契約購入金額別の割合を、相談全体と若者全体及び年代別で比較したもの

が【図－6】である。 

契約購入金額を若者全体で見ると、20歳未満では「50万円未満」の占める割合が約９割となっ

ており、比較的少額な相談が多くを占めている。20～24歳では「10～100万円未満」の相談が46.5％

で、相談全体の26.3％と比較するとその割合が大きい。25～29歳では「100万円以上」の比較的高

額な相談が9.8％と若者全体の8.7％よりもその割合が大きくなっている。 

 

【表－7】若者相談と18～19歳相談及び相談全体の平均契約購入金額  (単位：千円)  

 

 
 
 
 
 
 
 
 



 

9 

 
【図－6】契約購入金額別割合 若者と相談全体の比較(令和５年度上半期) 

 
 (不明等を除く) 

 

７ 支払方法 

令和５年度上半期の相談について、相談全体と若者全体及び年代別で、支払方法の割合を示し

たものが【図－7】である。 

若者全体で見ると、相談全体と同様に｢即時払等｣(※１)の割合が最も大きく、40.3％を占めてい

るが、相談全体(47.6％)と比べると少なくなっている。相談全体と比較すると、若者相談では｢販

売信用(クレジット)｣(※８)の割合が48.5%と最も大きく、中でも｢個別信用｣(※５)の割合が9.6%と

大きい。なお、「その他の販売信用（2,077件）｣(※６)のうちほとんどを｢２か月内払い（1,931件）｣

が占める。また、前払い式通販や電子マネー等の「他の前払式」(※２) は、若者全体で8.0％とな

っており、相談全体の割合とほぼ同じである。なお、20歳未満では、「その他の販売信用（430件）」

(※６)の割合が44.8％と最も多く、若者全体に占める割合（33.8％）より11ポイント多い。うちほ

とんどを｢２か月内払い(407件)｣が占めている。これは、主にインターネットゲームの相談が占め

る割合が多く、財力のあまりない未成年が親に内緒で高額な課金を行い、親のクレジットカード

一括払いやキャリア決済で支払ったケースが多いことが原因と考えられる。 

【図－7】 支払方法別割合(令和５年度上半期) 

(不明等を除く) 

 

※１「即時払等」：商品等の受け取りと同時に一括払い。（例）通常の現金での買い物。月払い保険料、家賃、新聞代、月謝等 

※２「他の前払式」：商品等の受け取り前に全額か一部を支払う方式。(例)前払い式通販、プリペイドカード、保険料の前納等 

※３「自社割賦」：消費者､販売者の二者間､２か月以上３回以上の分割払い。 

※４「包括信用」：消費者､販売者､信販会社等の三者間､２か月超の立替払いで､クレジットカードを利用したもの。 

※５「個別信用」：消費者､販売者､信販会社等の三者間､２か月超の立替払いで､クレジットカードを利用しないもの。 

※６「その他の販売信用」：ローン提携販売､２か月内払い（クレジットカードの翌月一括払等）､他の販売信用によるもの。 

※７「借金契約」：いわゆる消費者金融・サラ金等から金銭を借りた場合、クレジットカードによるキャッシング等が該当する。 

※８｢販売信用(クレジット)｣とは、商品等の販売を対象とした信用供与を受ける場合であり、ここでは｢自社割賦｣｢包括信用｣｢個

別信用｣｢その他の販売信用｣が該当する。
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８ 若者相談に多い販売方法・商法 

(１) 相談件数推移 

若者相談に多い販売方法・商法別に、過去４年間及び令和４年度上半期・令和５年度上半期の

相談件数の推移と相談全体の令和５年度上半期件数及び令和５年度上半期における販売方法・商

法ごとの若者相談が相談全体に占める割合を示したものが【表－8】である。 

令和５年度上半期をみると、「インターネット通販＊」が2,360件と若者相談の中で件数が一番

多い。そのほか、例年と同様、「未成年者契約」「サイドビジネス商法」が多い。 

令和５年度上半期と前年度同期と比べると、「個人間取引」以外は減少している。 

若者の相談件数が、全体の相談に占める割合を令和５年度上半期で見ると、「未成年者契約

（94.4％）」「クレ・サラ強要商法（75.2％）」「アポイントメントセールス（72.6％）」「キャッチ

セールス（50.9％）」「サイドビジネス商法（49.1％）」で高い水準にある。 
  

【表－8】 若者相談に多い販売方法・商法別 相談件数推移 (単位：件) 

 

注）相談全体は年齢不明・未記入を除いた件数 (複数選択項目) 

 
※１インターネット通販＊ 

インターネットによる申込を受けて商品の販売やサービスの提供を行う販売方法。 
本稿においては、「インターネット通販」の相談から、取引実態が存在しない案件である「ワンクリック請求」「架空請求」の相談を除いたもの。 

  ※２未成年者契約 

     法的に有効な契約かどうかは別にして、未成年者の契約であることが問題となっている場合に付与 

※３サイドビジネス商法 
｢副業や内職で収入になる｣等とうたって契約させる商法 

※４クレ･サラ強要商法 
商品・サービスの契約の際に無理やりサラ金等から借金をさせたり、クレジット契約を組ませたりする商法 

※５個人間取引 

   個人間の有料の不用品売買や個人間のレンタル・代行サービス （例）フリマサイトでの不用品売買等 

※６無料商法 
無料であることを強調して勧誘し、商品やサービスを売りつける商法 

※７アポイントメントセールス 
販売意図を明らかにしないで、又は著しく有利な条件を強調して電話等で呼び出し、商品やサービスを契約させる商法 

※８利殖商法 
   利殖になることを強調して投資や出資を勧誘する商法 
※９マルチ･マルチまがい商法 

販売組織に加入し、購入した商品を知人等に売ることによって組織に勧誘し、それぞれがさらに加入者を増やすことによリマージンが入るとうたって 
契約させる商法（連鎖販売取引）と、それに類似した商法 
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※10架空請求 

    身に覚えのない代金の請求 （例）身に覚えのないコンテンツ利用料の請求等 

※11ワンクリック請求 

    メールやホームページにおいて、クリック・タップする前に利用料金・利用規約等について明確な説明がない、又は事実と異なる説明によりクリック・タップを 

   促し、即座に「契約完了」や「料金請求」といった内容を表示させる等して金銭を支払わせようとする手口 （例）アダルトサイトのワンクリック請求 

  ※12キャッチセールス 

駅や繁華街等の路上で呼びとめ、近くの店等で契約を迫る商法 
  

 

(２) 主な商品・役務 

令和５年度上半期の若者相談について、販売方法・商法別に主な商品・役務を示したものが【表

－9】である。 

「インターネット通販*」では、「インターネットゲーム」「健康食品（ダイエットサプリメント

等）」「かばん」「出会い系サイト・アプリ」「役務その他サービス（ビジネスコンサルティング等）」

「他の内職・副業（副業サイト等）」が多い。 

「未成年者契約」では、「インターネットゲーム」が圧倒的に多く、次いで「健康食品（ダイエ

ットサプリメント等）」が多い。 

「サイドビジネス商法」「クレ・サラ強要商法」では、「他の内職・副業（副業サイト等）」「役

務その他サービス（ビジネスコンサルティング等）」「金融コンサルティング（投資用教材ＵＳＢ

等）」「ビジネス教室」が共通して多い。 

「無料商法」では、「エステティックサービス」「美容医療*」が多い。 

 

【表－9】 若者相談に多い販売方法・商法別商品・役務別上位10位 (令和５年度上半期)         (単位：件) 

 
注）「インターネット通販＊」とは、本稿においては、「インターネット通販」の相談から、取引実態が存在しない案件である「ワンクリック請求」「架空請求」の 
相談を除いたもの。 
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注）「美容医療*」とは、「医療サービス」「歯科治療」のうち、特性キーワード「美容医療」が付与された相談。 

９ 相談事例 
 

事例１：医療脱毛クリニックの破産による未施術分の代金返還トラブル 

１年前に契約した医療脱毛のクリニックから「休院した。」とのお知らせを受けた。料金は20万

円で、クレジットカード一括払いしており、まだ半分は未施術である。しばらく待ったが、再開の

連絡はなく、連絡が取れなくなった。残りの施術が受けられないなら、一部だけでも返金してもら

うことができるか。                             (20歳代／女性) 

 

事例２：ＳＮＳで知り合った人から勧誘された「ビジネスコンサルティング契約」 

ＳＮＳで知り合った人から投資の話に誘われ、事務所へ話を聞きに行った。ビジネスや投資につ

いて学ぶための話を聞き、儲かるならやりたいと答えたところ、コンサルティング契約の書類にサ

インさせられた。続いて、スマホで指定された３つのサイトにアクセスして、何かの申込みをさせ

られた。20分ほど経過して２社から審査が通った連絡があり、その時はじめて消費者金融に借金を

申し込んだことに気づいた。その後、事業者にうながされてコンビニのＡＴＭで現金90万円を引き

出して支払った。冷静になって考えると騙されたようなので、解約して一部だけでも返金してもら

いたい。                                  (20歳代／男性) 
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事例３：未成年者の「インターネットゲーム」の課金トラブル 

小学生の息子がスマホでオンラインゲームをして、親の許可を得ずに２万円課金したようだ。息

子のスマホの利用履歴を見て気付いた。プラットフォームの管理機能を使ってアプリ上での購入を

制限し、購入した場合は親に通知が来るようにしていたが、息子が設定を変更したようで、一切機

能せず分からなかった。未成年者が行った契約として取り消せるか。 

 (当事者10歳代／男性) 

 

事例４：簡単に稼げると言われた「副業サイト」 

将来のことを考え収入を増やそうと20日前に「副業」で検索して、「スマホで簡単女性向け、話

を聞いて報酬」と表示されたサイト３つに登録した。副業の報酬を受け取る口座をサイトに登録す

るための利用料が必要で、コンビニでプリペイドカードを購入し支払った。手続きの途中でも、い

ろいろな名目で利用料を請求され、その都度、同様に支払った。合計で100万円ほど支払ったが、

副業で報酬を得ることはできなかった。騙されたと思うので返金を求めたい。 

                   (20歳代／女性) 

 

事例５：ネットで検索した業者に依頼した「トイレの詰まり修理」 

賃貸アパートでトイレが詰まってしまい、ネットで検索して「料金5,000円から」と表示のある

トイレ修理業者を見つけた。連絡すると「見てみないと料金はわからない。」とのことで修理を頼

んだ。事業者が来て「薬剤や高圧洗浄を行うので、26,000円かかる。」と説明を受け、作業を行っ

たが直らず、さらに「便器の着脱をする。42,000円だ。」と勧められ、やむを得ず承諾し事業者が

便器を外したところ水が漏れただけで、つまりは直らなかった。「これ以上作業をするなら、さら

に高額な料金がかかる。」と言われ、作業を止めてもらった。直っていないのにトータル約75,000

円を請求され支払った。このあと、トイレが直っていないので、今度は管理会社が手配した業者に

見てもらったところ、料金が高すぎるので消費生活センターに相談してはどうかと案内された。 

                                   (20歳代／男性) 

 

事例６：深夜、ネットで探した業者に依頼した「害虫駆除」 

昨晩、ゴキブリが出たのでネットで害虫駆除業者を探した。「550円から1,000円、出張費不要」

との事業者の広告を見つけ電話をした。30分後に２人の作業員が現れ、調査をするので玄関にいる

ように言われ待った。その間、現場を見ていないが、「これは酷い、卵もあり大変、消毒も必要」

等の大げさな感じのする作業員の話が聞こえた。その後、見積りを出されたところ、約10万円と高

額だったがやむを得ずクレジットで決済した。家族に報告したところ、そんな高額な契約はおかし

いので消費生活センターに相談するよう言われた。              (10歳代／女性) 

 

事例７：ＳＮＳで在庫一掃セールと表示されたブランド物の「バッグ」 

ＳＮＳを見ていたら、前から欲しかったブランド物の「バッグ」の広告が出た。ブランド在庫 
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一掃セールでかなり安い販売価格だったので、「バッグ」を代引きで注文したが注文完了メールが

届かなかった。その後、確認のため、サイトに接続しようとしたところ、ホームページが無くな

っていた。同名店の本物のホームページを確認したところ、在庫一掃セールなどは行っておらず、

また代引き販売も行っていなかった。個人情報を相手に知られ心配だ。 

                 (10歳代／女性)  

 

事例８：お試し価格のはずが高額な定期購入になった「ダイエットサプリ」 

ダイエットサプリのネット広告で「初回で解約可能、縛りなし」と表示されていたので興味を

持ち、スマホから事業者のＷＥＢサイトにアクセスした。はじめは２種類購入するつもりはなか

ったが、最初にお試し価格500円で１種類のサプリを申し込んだ直後、画面にこちらもお得な商品

として500円の別の商品が表示された。両方あわせても1,000円でお得だと考え、契約条件を詳し

く確認せず別の商品も一緒に申し込んだ。注文確認メールが届いたので見てみると、両方とも４

回定期購入コースで総額10万円支払うことになっており、びっくりした。事業者に解約の連絡を

したところ、両商品とも１回分を定価で購入してもらえば解約に応じると言われた。 

          (20歳代／女性) 

 

 

10  若者の相談について 

 令和５年度上半期の若者の相談件数は8,158件で、依然として多くの相談が寄せられている。 

令和５年度上半期の相談の特徴をみると、第９位の「駆除サービス」についての相談が激増し

たことがあげられる。夜中に部屋でゴキブリが出て、ネットで探した安い業者に駆除を依頼し、

途中で薬剤散布等の追加作業を半ば強引にすすめられたあげく、高額な料金を請求されトラブル

になった等の相談が多く寄せられた。第３位の「美容医療」についての相談も大幅に増加した。

これは、医療脱毛の一部の事業者で、破産手続きを開始した等の報道があったことにより、解約・

返金トラブルについての相談が集中したことによるものである。 

そのほか、退去時の費用トラブル等の相談の「賃貸アパート」、ビジネスコンサルティング等に関

するトラブルの相談が多い「役務その他サービス」、「インターネットゲーム」に関する相談、簡単

に稼げる・儲かるとインターネット広告でうたう「他の内職・副業」に関する相談が依然として

目立つ。また、脱毛等の「エステティックサービス」「美容医療」の契約に関するトラブルの相談

も、多く寄せられている。 

全般的に、経験の少ない若者がスマホ等で手軽に利用できるＳＮＳ等を通じ、宣伝広告の甘い

言葉を信じ契約して、トラブルに遭遇することが多い。また、直近の傾向として、相談件数の増

加は見られないが、18歳から19歳の相談における平均契約購入金額が増加しており、令和４年か

ら成年年齢が18歳に引き下げられたことによる影響と考えられる。クレジット払いや後払い決済

等の支払方法を通じて、支払能力を超える契約を簡単に結べる中で、その契約の内容や価値を冷

静に理解・判断できる知識を身につけ行動することが必要とされる。「契約」を行う際は、事業者

のセールストークをそのまま信じることなく、慎重に行動してほしい。 

東京都消費生活総合センターは、若者を含めた全消費者に向けて、消費者注意情報（※）を東

京くらしＷＥＢ（ウェブサイト）上で発信・注意喚起を行い、また、チャットボットで簡単に消

費者の疑問を検索できるようにすることで、消費者被害の防止に努めている。そのほか、各種教
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育講座の開催、消費者教育教材の制作提供、普及啓発リーフレットの配布等の様々な取組を行っ

ている。ぜひ、有効活用し、契約当事者としての自覚を持ち、対処方法等を身につけていただく

機会にしてほしいと考える。また、トラブルでお困りの際は、一人で悩まずに、早めに最寄りの

消費生活センターに相談してほしい。 

 

 

11 消費者へのアドバイス 
 

★未成年者（18歳未満）が行った契約は取消しできる場合があります。あきらめず、消費生活セ

ンターに相談しましょう。 

★インターネット広告の最低価格の表示をうのみにして、安易に依頼しないようにしましょう。 

★「お試し価格」「初回限定」等の広告をしている商品・サービスは、実は定期購入であること

や契約総額を明示していない場合があるので気を付けましょう。解約・返品条件等を含めて契約

内容をよく確認してから申し込むようにしましょう。また、申込完了前の最終確認画面は必ずス

クリーンショットを残しておきましょう。 

★「簡単に儲かる・稼げる」等の甘い言葉をそのまま信じるのはやめましょう。楽をして稼げる

話は、まず疑ってみてください。自分で理解できないような儲け方・稼ぎ方を提案された場合は、

その場で契約するのは絶対にやめましょう。 

★いったん結んだ契約は、やめたいと思っても簡単にやめることはできません。後悔しないよう

に軽い気持ちで契約することはやめましょう。 

★契約が高額で支払えないと断っても、借金契約やクレジット契約での支払いを迫られることも

あります。そのような場面では借金はもとより、契約そのものを再考しましょう。 

★ショートメッセージやメールを利用した架空請求は後を絶ちません。見知らぬ相手からの連絡

は決して差出人に連絡せず無視しましょう。支払い請求の場合は絶対に応じないでください。 

★困ったときは、消費生活センターにご相談ください！ 

 

※若者に多いトラブルに関する消費者注意情報 

 ＳＮＳ等で広告する高額なキャリアアップセミナーにご注意ください！（令和5年4月18日） 

 鍵を紛失！ 鍵開けサービス事業者とのトラブルに注意しましょう！（令和5年6月15日） 

～インターネット広告の最低料金に惑わされないで～ 

 薄毛治療（AGA治療）に関する相談が増加しています（令和5年7月31日） 

～AGA治療にはクーリング・オフが適用されません～ 

 ゴキブリ発見！ネット広告で見つけた駆除業者に依頼したら高額請求に！（令和5年10月24日） 

～害虫駆除に関する相談が急増しています！～ 

 

 

詳細は、東京都ホームページ「東京くらしＷＥＢ」を参照してください。 

https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.lg.jp/ 

 

https://www.shouhiseikatu.metro.tokyo.lg.jp/

